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1　自由・平等・安全

　EU（欧州連合）のユーロ硬貨は、

表は共通であるが、裏面および側

面は各国独自のデザインとなって

おり、たとえばドイツの2ユーロ

（ドイツ語では「オイロ」）硬貨の側

面には、国の標語である「統一と

正義と自由（Einigkeit　und　Recht

und　Freiheit）」が刻印されている。

一方、フランスにおいては、1ユ

ーロ硬貨・2ユーロ硬貨（フラン

ス語の発音では「ウーロ」）の裏面

に、「自由・平等・友愛（Libert6，

宜galit6，　Fraternit6）の標語が刻印

されている。

　なお、《Fraternit6》の語は、か

つては「博愛」と訳されたこともあ

ったが、ニュアンス的にはベート

ーベンが第9で用いたシラーの詩

「歓喜に寄す（An　die　Freude）とま

ったく同じ「兄弟愛」「同胞愛」の

意味であり（ちなみに、この詩は、

フランス革命期に「ラ・マルセイ

三一ズ」の旋律で歌われたことも

ある。一方、現在では、周知のよ

うに、EUの連合賛歌とされてい

る）、最近では「友愛」と訳すのが

普通であり、フランス大使館ホー

ムページの日本語表記も「友愛」と

なっている。

　だが、この「自由・平等・友愛」

が、フランスの公的な標語とし

て掲げられるようになったのは、

1848年2月14日に成立した第2
共和制（2月革命）臨時政府の布告

文（「自由・平等および友愛を原則

とし、フランス人民はこれを標語

および合言葉とする。」）以後のこ

とであり、同年11月4日の第2
共和制憲法前文（r▽「フランス共和

国は、自由・平等および友愛を原

理とする。」）に結実し、ルイ・ナ

ポレオンの第2帝政の下でいった

ん否定されたが、第3共和制にお

いて再び公的標語として確立され

たものである。

　これに対して、フランス革命期

において、「自由・平等・友愛」

の標語中「友愛」の場所に掲げら

れていたのは、「安全（sOret6）」の

語であった。かの有名なフラン

ス人権宣言（1789年8月26日に

国民立憲議会により採択。正式

名称は「人および市民の権利宣言

（D6claration　des　Droits　de　rHomme

et　du　Citoyen）」）1条は「人は、自

由かつ権利において平等なものと

して出生し、かつ生存する」旨を

規定し、2条は「あらゆる政治的

団結の目的は、人の消滅すること

のない自然権を保全することであ

る。これらの権利は、自由・所有

権・安全・圧制への抵抗である」

と規定する。

　このうちの1条は、民法の教科

書の一番初めで学習する「権利能

力平等の原則」を宣明したもので

ある。一方、2条の諸権利のうち

所有権に関しては、17条が「所有

権絶対の原則」を規定する（「所有

権は、一の申請で不可侵の権利で

あるから、何人も適法に確認され

た公の必要性が明白にそれを要求

する場合で、かつ事前の正当な補

償の条件の下でなければ、これを

奪われることがない」）。

　では、上記フランス人権宣言2

条にいう「安全」とは何か。それ

は、刑事裁判における人権保障を

意味し、具体的には、人権宣言7

条の規定する刑事裁判における適

正手続の保障（アメリカ法でいえ

ば《Due　Process　of　Law》）、同8

条の規定する罪刑法定主義、同9

条の規定する無罪推定を、その内

容としている。この「安全」が、そ

の後「友愛」の言葉に置き換わり、

現在の「自由・平等・友愛」の標語

となったのである（以上の詳細を

お知りになりたい方は、深瀬忠一

「フランス革命における自由・平

等・友愛と平和原則の成立と近代

憲法的（今日的）意義」北大法学論

集55巻4号（2004年）1頁）を参

照されたい）。
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　さて、このようにして、近代市

民法の基本原則（権利能力平等の

原則・所有権絶対の原則）ととも

に、フランス人権宣言によって確

立された「安全」すなわち近代的な

刑事裁判手続は、非常に緻密な制

度構造と厳格な運用をその特徴と

しており、悪への断罪と人権擁護

という、およそ人間社会の中で考

えられる対極概念の中でも最も

先鋭化した2つの価値に対して、

徹頭徹尾「論理」のみで押し通すこ

の装置のもつ超硬質で無機的なイ

メージが、およそ「法」全般に関し

て一般市民の有している感覚なの

だろう。そして、このロジック・

モードのみの制度設計と運用ゆえ

に、法律学の諸分野の中で刑事訴

訟法が一番好きだという法学部学

生も多い。三島由紀夫（東京大学

法学部出身）もその1人であった

（【資料1】参照）。

　ちなみに、この【資料1】の文章

から、三島は団藤重光（東京大学

【資料1】三島由紀夫「法律と文学」『三島由紀夫全集・第30巻（評論M）』（新潮社、1975年）180頁

　本学の法科学生であったころ、私が殊に興味を持ったのは刑事訴訟法であった。団藤重光教授が若手のチャキ

チャキであった当時のこととて、講義そのものも生気溌刺としていたが、「証拠追求の手続」の汽車が目的地へ向

かって重厚に一路適進ずるような、その徹底した論理の進行が、とくに私を魅惑した。私のもっともきらいなのは、

一例が行政法のような、プラクティカルな、非論理的な学科であった。

　半ばは私の性格により、半ばは戦争中から戦後にかけての、論理が無効になったような、あらゆる論理がくつが

えされたような時代の影響によって、私の興味を惹くものは、それとは全く逆の、独立した純粋な抽象的構造、そ

れに内在する論理によってのみ動く抽象的構造であった。当時の私にとって、刑事訴訟法とはそういうものであり、

かつそれが民事訴訟法などとはちがって、人間性の「悪」に直接つながる学問であることも魅力の一つであったろう。

しかも、その悪は、決してなまなましい具体性を以て表てにあらわれることがなく、一般化、抽象化の過程を必ず

とおって、提示されているのみならず、刑事訴訟法はさらにその追求の手続法なのであるから、現実の悪とは、二

重に隔てられているわけである。しかし、刑務所の鉄格子がわれわれの脳裏で、罪と罰の観念を却ってなまなまし

く代表しているように、この無味乾燥な手続の進行が、却って、人間の本源的な「悪」の匂いを、とりすました字句

の裏から、強烈に放っているように思われた。これも刑訴の魅力の一つであって、「悪」というようなドロドロした、

原始的な不定形な不気味なものと、訴訟法の整然たる冷たい論理構成との、あまりに際立ったコントラストが、私

を魅してやまなかった。

　また一面、文学、殊に私の携わる小説や戯曲の制作上、その技術的な側面で、刑事訴訟法は好個のお手本であ

るように思われた。何故なら、刑訴における「証拠」を、小説や戯曲における「主題」と置きかえさえずれば、極言

すれば、あとは技術的に全く同一であると思われた。

　ここから私の、文学における古典主義的傾向が生まれたのだが、小説も戯曲も、仮借なき論理の一本槍で、不

可見の主題を追求し、ついにその主題を把握したところで完結すべきだと考えられた。

　……（略）……。

　こんなわけで、私は大いに刑訴に興味を持ったが、それ以上専門的な勉強は何一つやらなかった。これも当然の

ことで、法律学は私にとって、いっか完全に文学的に変形され、法律学自体への、学問的興味はなかったのである。

【資料2】団藤重光「三島由紀夫と刑事訴訟法」『（新装版）この一筋につながる』（岩波書店、2006年）111頁

　戦時中のことであった。どこかの軍需工場であったとおもうが、勤労奉仕で働いている学生たちの監督のために、

数日間、一緒に泊まったことがある。なにしろ軍関係のところだから、工場側で、学生たちの通信を検閲するという。

われわれは、それは困る、教官が全責任をもつからこちらへまかせてくれ、ということで、教官が検閲を受け持

つ破目になった。うっかりしたことを書くと引っかかるから、サツマイモとトウナスばかりで腹が減って仕方が

ないとか、仕事はきついが夜はよく眠るから安心してほしいとか、他愛のない手紙ばかりの中に、一人の学生が

著名な作者たち一いま、わたくしの記憶に残っているのは佐藤春夫だけだが一とさかんに文通をしているの

が目についた。字はうまくないが、文章はいかにも文学青年らしい。毎日そういう手紙を何通も書くので、まず、

平岡公威という名を覚えてしまった。食事のときに、眉の秀でた美青年がその学生であることを知った。二、三

回は話をしたとおもうが、法学部の学生にも文学青年は珍しくないから、わたくしは、それ以上に格別の関心を

もたなかった。ただ、学年末試験でのかれの刑事訴訟法の答案はずば抜けてよかったので、平岡公威の名は、も

う一度わたくしの脳裏によみがえった。しかし、わたくしと、かれとの交渉は、ただ、それだけのことであった。
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名誉教授・元最高裁判事）の弟子

であるとの「伝説」が生まれたが、

大教室講義を受講したという意味

では弟子とはいえるものの、2人

の間に緊密な交流は存在していな

い（【資料2】参照）。

　また、三島が刑事訴訟法を「証

拠」追求の手続と表現している点

について、団藤・上掲書（115頁）

が「わたくしからいえばやや不満

で、ここに刑訴における『証拠』と

いっているのは、『証明のテーマ』

つまり『要証事実』とあるべきとこ

ろだ」と述べているのは、まった

くその通りで、ここは、むしろ端

的に「真相」あるいは「真実」「真理」

追求の手続と表現したほうが適切

であったろう。

　一方、三島は、同じ手続法の中

でも民事訴訟法には興味がなく、さ

らに、「行政法のような、プラクテ

ィカルな、非論理的な学科」に至っ

ては、「もっともきらい」であるとす

る。この点からすれば、三島にと

って、不動産登記法は、おそらく

大嫌いな法分野に属するであろう。

不動産公示制度の理想・目的は、

実体関係を正確に反映することに

ある。にもかかわらず、実際の登記

手続の汽車は、この目的地へ向か

って重厚に一路逼進ずることはな

く、種々の非論理的な妥協と譲歩

によって脱線し、時には目的地すら

見失って迷走することすらある。そ

して、この点は、できあがった法制

度の運用面のみならず、新たな法

制度を設計・構築する側面におい

ても、まったく同様であった。

2　泥まみれの葡毎前進

　そもそもなぜ不動産登記のオン

ライン申請を積極的に推進しなけ

ればならないか。その理由・目

的については、すでに前回（本誌

599号）説明した。すなわち、話

は今から6年前の平成13年1月

22日高度情報通信ネットワーク

社会推進戦略本部（IT戦略本部）

決定「e－Japan戦略」にさかのぼ

る。すでに、この時、世界各国は、

IT革命における国際的優位性を

確保するため、IT基盤構築を着々

と進めていたのに対して、日本の

対応は立ち遅れを見せていた。こ

の劣勢を挽回し、日本の国際競争

力の回復を図ろうとする国家プロ

ジェクトが「e－Japan戦略」であり、

これを受けて立法されたのが、新

不動産登記法（平成16年法律第

123号）全面改正において導入さ

れた電子申請の制度であった。

　だが、当時、バブル経済崩；壊の

直撃を受けた不動産業界・金融業

界と、その登記業務を受け持つ土

地家屋調査士・司法書士にあって

は、新たな変革を嫌う守旧的ムー

ドが蔓延しており、経済的に苦し

いこの時期に、従来慣れ親しんだ

業務形態やノウハウを捨てて、積

極的にオンライン申請に移行しよ

うとする進取の精神をもった者

は、ほとんどいなかった。

　そのような状況下において、法

務省は、オンライン申請に対して

消極的姿勢を示す業界ならびに専

門資格者に対して、制度設計の側

面において妥協に妥協を重ね、し

かも、そこでは、反対論者ないし

消極論者に対して、次のような説

得の仕方がとられた。すなわち、

①新法の制度は、旧法の書面申請

の制度をそのままオンラインに置

き換えるだけのもので、その他の

点には変更がない、②オンライン
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申請になれば、利用者の利便性は、

書面申請よりも向上する、③新法

においても従来の書面申請の制度

は残るので、オンライン申請をし

たくなければしないでもよい、と

いうのである。

①旧法の「敷き写し」から生じた問

　題点

　まず、①の点に関していえば、

新法は、旧法の書面申請の手続を、

極力そのままの形でオンライン申

請にスライドさせようとした。現

在でも、申請書・添付書類に関し

てはワープロ打ちした電：子データ

があるのだから、それをプリント

アウトせずそのまま送信する方法

を採用すれば、書面申請と変わら

ないから、反対論者の理解も得ら

れる、との基本発想である。

　だが、その結果として、新法で

は、第1に、IT技術のメリット

を存分に活かせるようなシステム

あるいは法制度を採用することが

できなかった。第2に、立法担当

者は、従来の書面申請の手続を半

端な形で電子申請にスライドさせ

ることそれ自体が、かえって弊害

を生ぜしめることを見落としてい

た。その典型が、登記識別情報で

あり、これをめぐる騒動に関して

は、後に改めて述べることにする。

②電子申請制度導入の目的に関す

　る説明不足

　一方、②の「利便性の向上」とい

う観点が、いつしか電子申請の主

目的であるかのように理解され、

本来の目的であった日本の国際競

争力の確保ないし回復という観点

が見失われていった経緯：に関して

も、すでに前回お話しした。

　要するに、今般の電子申請への

移行は「木を植える」作業であっ



て、それが豊かな森に育った後の

恩恵を享受するのは、われわれが

死んだ後の子供や孫の世代である

ところ、オンライン化を着々と進

めている諸外国と異なり、今の日

本国民は、そのような長期的な展

望には見向きもせず、ただただ自

分の利己的な欲求との関係で、オ

ンラインへの移行を理解し、それ

が目先の利益につながらないと知

るや、たちまち反対論を展開する

ようになる。こうした反対論者・

消極論者の抵抗を前にして、立法

担当者は、正論を貫くことができ

なかった一あるいは利用者の利

便性向上が、明日にでも享受でき

る生々しい現実的利益であるとの

幻想を、一般国民が抱くのを止め

ることができなかった。

　しかし、そうではあっても、か

くも強固な反対・抵抗を受けなが

ら、オンライン申請制度を立法に

まで結実させた法務省の努力に対

しては、一定の評価が与えられて

よい。それは、いわば泥まみれの

葡旬前進であったが、IT革命対

応型の登記制度への道は、一歩に

は届かずとも半歩は進められ、成

立した制度の改善に向けて、バト

ンは次なる走者へと委ねられた。

③電子申請と書面申請の関係をめ

　ぐる誤解

　ところで、こうして成立した新

不動産登記法の下では、電子申請

が原則である、との説明を行う向

きもないではないが、この説明は、

実は必ずしも正確ではない。前述

「e－Japan戦略」を受けて平成13年

3月29日にIT戦略本部が発出し

た「e－Japan重点計画」が、「2003

年度までに、電子情報を紙情報と

同等に扱う行政を実現する」とし

ていることからも分かるように、

このプロジェクトの基本方針は、

電子情報の利用を、紙情報と同程

度まで引き上げることにあった。

　ところが、この基本方針は、後

に述べる電子化率50％という具

体的数値目標によって、大きく変

質することになる。

　そもそも「e－Japan戦略」の根本

目的は、日本の失われた国際競争

力の回復にあり、電子化はその手

段の1つにすぎないのであって、

それゆえ、電子化率が50％に達

せずとも、日本の国際競争力が回

復すれば、目的は達成されたこと

になるし、逆に、電子化率が50

％を超えようが、100％になろう

が、日本の国際競争力が回復しな

ければ、何の意味もない。

　ところが、この国際競争力回復

という目的に対する手段としての

施策であったはずの電子化率50％

達成という数値目標は、いつしか

それ自体が自己目的化して一人歩

きを始め、今日では、そもそも何

のために電子化を推進しなければ

ならないのかの根本目的が、忘れ

去られてしまっている。この点は、

他の府省の電子化政策においても

多かれ少なかれ見受けられるとこ

ろではあるが、しかし、かかる誤

解に基づく施策の最たる例が、新

不動産登記法の成立後、後続ラン

ナーによって担われることとなっ

た不動産登記のオンライン申請向

上策であった。

3　平成18年の施策内容

　平成17年3月22日さいたま

法務局上尾出張所の法附則6条

指定を皮切りに開始されたオンラ

イン申請の利用率は、当初の予測

を大幅に下回り、同年11月末ま

での半年間の利用件数は、わずか

90件にすぎず、しかも、その大

半を占めていたのは、司法書士・

土地家屋調査士によるいわば実験

的な申請であった。

　だが、こうした状況の中で、翌

平成18年1月19日、IT戦略本部

「IT新改革戦略」により、上述し

た「2010年度までにオンライン利

用率50％以上を達成する」との具

体的数値目標が提示された結果、

法務省は、これに対する具体的な

対応を迫られることとなった。

　以下、順を追って、平成18年

の法務省の施策内容を見てゆくこ

とにしよう。

①平成18年3月一「オンライ
　ン利用促進のための行動計画」

　上記「IT新改革戦略」の指令に

基づき、同年3月31日、CIO連

絡会議事務局（内閣官房・総務省）

は「オンライン利用促進のための

行動計画」を公表した。

　同「行動計画」中に掲げられてい

る法務省の不動産登記の申請手続

に関するアクションプランを、他

出頭の行動計画と比較した場合、

一見して明らかになることは、電

子申請の際に要求されている添付

書類の種類の多さである。

　それゆえ、電子申請の利用率向

上のためには、第1に、これら多種

多様な添付書類の提出を軽減化す

る必要があるが、しかし、「行動計画」

は、「その〔登記の〕正確性を担保す

るため、要求されている添付書面

の省略を認めることはできない」と

して、添付書類省略の方法を用い

た利用率向上措置を拒絶する。

　第2に、上記法務省の「行動計

画」は、添付書類のうちの多くの
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ものが、当該書類を発行する官庁

等において電子化の対応が採られ

ていないものであるとして、利用

率低迷の責めが他の官上等にある

旨を主張する。しかしながら、こ

のような事情は、他の府省の申請

手続においてもまったく同様であ

るから、法務省のみが、利用率

50％未達成の責任を他に転嫁す

るわけにもいかない。

　しかしながら、上記添付書類に

つき省略その他何らかの軽減化措

置が図られなければ、50％の目

標達成は、およそ不可能である。

②平成18年6月　　神奈川「別

　送方式」の「実証的な試行」

　もっとも、法務省が、上記の点

について、まったく無策のままで

いたというわけではない。同年6

月2日からは、河野太郎法務副大

臣（当時）のお膝元である横浜地方

法務局横須賀支局および平塚出張

所において、「登記識別情報を除

き、添付情報が書面で作成されて

いる場合において、当該書面に記

載された情報を電磁的記録に記録

した上で申請情報と併せて送信す

るとともに、登記官が定めた相当

の期間内に、当該書面を提出した

ときは、却下事由に該当しない」

旨の「実証的な試行」が開始されて

いる（民事局発横浜地方法務局長

宛民二第1322号通達ならびに民

事第二課長発横浜地方法務局昌昌

民二第1323号通知）。

　このいわゆる「別送方式」は、「す

べての添付情報が電磁的記録によ

って作成されるものとは限られな

いため、送信の方法によらなけ

【資料3】 横浜地方法務局横須賀支局・平塚出張所における「実証的な試行」（平成18年5月30日～6月30日）
日本司法書士会連合会「不動産登記オンライン申請制度の検証シンポジウム」（平成18年12月2日）資料2

○　横須賀支局

オンライン申請 6月2日通達による申請 磁気ディスク申請 合　計

権利に関する登記 11件 8件 9件 28件
表示に関する登記 4件 1件 1件 6件

合　計 15件 9件 10件 34件

○　平塚出張所

オンライン申請 6月2日通達による申請 磁気ディスク申請 合　計

権利に関する登記 1件 7件 0件 8件

表示に関する登記 9件 5件 3件 17件

合　計 10件 12件 3件 25件

○　登記種類別統計（横須賀支局・平塚出張所合計）

オンライン申請　　6月2日通達による申請　　磁気ディスク申請　　　　　合　計

権利に関する登記

登記名義人表示変更 10件 1件 1件 12件

抵当権抹消 1件 14件 8件 23件

条件付所有権移転仮登記 1件 1件

小　計 12件 15件 9件 36件

表示に関する登記

地目変更 2件 1件 3件
地積更正 2件 2件

土地分筆 2件 4件 6件
土地合筆 1件 1件

建物滅失 1件 2件 3件
建物表題部更正 1件 1件

建物所在地番変更 1件 1件

建物種類変更 2件 2件

建物表示変更 1件 1件

建物床面積変更 1件 1件

建物区分 2件 2件
小　計 13件 6件 4件 23件

合　計　　　　　　　　　25件　　　　　　　　21件　　　　　　　　13件　　　　　　　　59件
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れば、添付情報を提出することが

できないとすることは、電子申請

の促進を阻害する要因の一つであ

る」との問題意識に基づくもので

あったが（上記民二第1322号通

達）、ところが、この「実証的な試

行」の結果からは、登記識別情報

もまた、電子申請の阻害要因とな

っていることが判明した。

　【資料3】は、平成18年5月30

日から6月30日までの1か月間

における横須賀支局および平塚

出張所における登記申請の内訳

であるが、6月2日通達に基づく

「別送方式」による申請は21件と、

期待されたような顕著な効果を示

していない（なお、この「別送方式」

の「実証的な試行」は、現在も続行

されているが、平成18年10月

31日段階での申請件数は127件

であるという）。

　一方、純然たるオンライン申

請25件の内訳は、登記識別情報

の提供が不要な申請が大半を占め

（しかも、そのうちの11件を占

める横須賀支局の登記名義人表示

変更登記は、協力要請を受けた信

用金庫がたまたま最近名称変更を

していたという幸運に基づくもの

である）、他方、登記識別情報の

提供を要する条件付所有権移転仮

登記1件も、司法書士が奥さん

に対して行ったものであるという

（なお、図表中の磁気ディスク申

請は、書面申請の一種であって、

電子申請ではない。法18条2号
参照）。

③平成18年7月一「不適当な
　登記識別情報」問題

　ところが、こうしてオンライン

推進へと動いていたはずの法務省

は、同年7月下旬、突如として

電子申請の運用開始予定登記所に

つき指定取消しを行う一方、7月

20日から28日までの間、司法書

士土地家屋調査士およびその団体

ならびに金融機関・不動産関連団

体に対して、登記識別情報に関す

る意見照会を実施するに至った。

　その理由は、翌8月1日にな

って、ようやく判明した。法務省

民事局が「不適当な登記識別情報

の発行について」と題する通知を

発出し、3人以上の相続人による

相続登記のように、1つの登記の

枠の中に3人以上の権利者が登記

された場合に、2人目以降の権利

者に対して発行された登記識別情

報につき、近似した記号が交付さ

れたことを公表したからである。

④平成18年8月一「登記識別
　情報に関する研究会」

　そして、この問題を受けて、8

月29日からは、「登記識別情報

制度についての研究会」が開催さ

れるに至る。

　この研究会の開催趣旨は、9月

25日に河野副大臣が退任に際し

て各委員宛に発出した書簡によれ

ば、「現行の登記識別情報制度を

廃止するべきかどうかにまで踏み

込んで制度の見直しをご検討いた

だく」というものであり、したが

って、この指示に従う以上は、研

究会では、〔1〕現行の登記識別情

報の抱える問題点をすべて洗い

出したうえで、〔2〕それらの問題

点に対して考えられる種々の改

善策の中から最も妥当適切と解さ

れる方策を選択した後、〔3〕かか

る改善策を講じた後の登記識別情

報と、これを廃止した場合の本人

確認制度との間のメリット・デメ

リットを総合的に比較対照するの

が、本来の筋であった。

　だが、研究会の実際の議論にお

いては、研究会発足の直接の契機

となった「安全性」の問題は意図的

に回避されて、現行の登記識別情

報の問題点は「第1　円滑な不動

産取引決済の確保」「第2　登記

識別情報の保管・管理」「第3

申請手続の簡素化」の3つである

とされ、平成18年12月公表の

研究会の最終的な報告書も、登記

識別情報制度の存続の方向に収敏

されていった。こうした委員会審

議のあり方の是非に関しては、盛

岡多智男『基本法立法過程の研究

一法務省・法制審議会による立

案と政治の関わり』（山梨学院大

学行政研究センター、2005年）や

森田朗『会議の政治学』（慈学社、

2006年）をご参照いただくことに

し（両君とも非常に面白い）、ここ

では、存続論者・廃止論者の双方

が「腹ふくるる思い」をした、とだ

け述べておこう。

　他方、登記識別情報存続論・廃

止論双方の具体的な主張内容に関

しても、日本司法書士会連合会の

機関誌「月報司法書士」421号（本

年3月号）で分析を試みたので、

そちらをご画いただきたいが、少

なくとも電子申請の利用率向上と

の関係でいえば、すでに神奈川で

の「実証的な試行」からも明らかに

なっているように、登記識別情報

の存在それ自体が、電子申請の

阻害要因となっている点について

は、存続論者側も否定することは

できなかった。

　もっとも、電子申請の利用を阻

害している要因は、ひとり登記識

別情報のみならず、添付情報一般

につき、（1）その数の多さと（2）
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オンライン未対応ないし未普及の

添付書面の存在にあり、ここまで

見てきたように、そもそも平成

18年の施策の流れは、①（3月）「行

動計画」において示された右添付

情報の問題点を解消するために、

②（6月）神奈川「別送方式」の実証

的な試行がなされた際に、登記識

別情報もまた阻害要因となってい

ることが判明し、③（7月）「不適

当な登記識別情報」問題と相まっ

て、④（8月）「登記識別情報制度

に関する研究会」開催に至るとい

う経緯を辿ったものである。とこ

ろが、登記識別情報問題のインパ

クトがあまりに強すぎたため、電

子申請の利用率向上という、本来

検討すべき本質的問題が見失われ

てしまったきらいがある。

　そして、その間に、法務省のオ

ンライン利用率向上に関する具体

的施策内容は、次に見るように、

いかにも奇妙な変質を遂げてい
た。

⑤平成18年8月一「電子政府
　の取組について」

　登記の現場が突然のオンライン

庁指定凍結に揺れていた平成18

年7月26日、IT戦略本部が発出

した「重点計画2006」は、「オンラ

イン利用促進対象手続のうち、全

体の83％の比率を占める登記（法

務省・49％）、国税（財務省・19％）、

社会保険・労働保険（厚生労働省・

15％）を「主要3分野」に定め、そ

の手続については、「効果的なイ

ンセンティブの付与等の措置につ

いて制度改正を含め精力的かつ具

体的に検討を行い、2006年中に

結論を得る」とした。

　しかし、少なくとも登記申請（甲

号申請）に関していえば、たとえ

利用者に対してどれほどのインセ

ンティブを付与したところで、と

りわけ添付情報に関する上述した

ような問題が解消されない限り、

50％の目標値達成が不可能であ

ることは目に見えていた。

　ところが、法務省が「不適当な

登記識別情報」問題を発表したの

と同日である8月1日、内閣官房

IT担当室より公表された「電子政

府の取組について」を見て、大方

の人々は愕然とした。そこでは、

上記オンライン利用促進主要3分

野について「以下の取り組みを積

極的に行うことにより、それぞれ

平成22年度末までに50％以上を

達成する」とされているが、ここ

にいう「以下の取り組み」の具体的

内容として、登記の個所で掲げら

れている施策内容は、「登記関係

の9割以上を占める登記事項証明

書の交付請求等手続について重点

的に取り組む→登記情報提供サー

ビスの手数料を値下げ（950円→

770円。本年4月1日から）」とい

うものだったからである。

　この点に関しては、目下のとこ

ろの最新資料である平成18年10

月12日IT新改革戦略評価専門

調査会・電子政府評価委員会のヒ

アリングにおける法務省の説明資

料の側を参照しよう（【資料4】）。

　その2頁「法務省におけるオン

ライン利用促進対象手続の割合」

から知られるように、全申請の

94％を占める乙号（証明書等発行

手続）のオンライン利用率さえ向

上させれば、50％の目標値は容

易に達成できる。そこで、法務省

は、「乙号を中心として2010年

までにオンライン利用率を50％

以上にする」とする一方（同4頁）、
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登記情報提供サービスの手数料

を、全部事項に関しては現在の

710円から440円に、所有者事項

に関しては210円から130円に

値下げするという強力な経済的イ

ンセンティブを付与することによ

って（同8頁）、障害の多い甲虫申

請ではなく、もっぱら電動申請を

通じて、利用率50％の目標値ク

リアを狙う策に出たのである。

4大人の対応

　新不動産登記法の制定にして

も、神奈川「別送方式」にしても、

その目的は旧号申請のオンライン

利用にあったから、本来ならば、

墨画・乙丸のそれぞれについて、

利用率50％を目標にしなければ

筋が通らない。

　しかし、10月の電子政府評価

委員会のヒアリングでは、この点

を問題視する意見は出なかった。

もっとも、この点に関しては、そ

れ以前の8月「電子政府の取組に

ついて」が、乙号申請を通じて利

用率50％を達成するとの方針を

提示した段階において、内閣と法

務省との間に、すでに合意が整っ

ていたと考えるのが自然である。

それゆえ、甲号申請に関して、内

閣からのプレッシャーがない以

上、その後に開催された「登記識

別情報制度に関する研究会」にお

いて、いくら登記識別情報が電子

申請の阻害要因となっていること

を強調したところで、存続論者側

は、何の痛痒も感じない。

　同様に、振り返って平成18年

3月の「行動計画」において示され

た、種々の添付情報の省略を拒絶

する法務省の方針に関しても、こ

れを変更するだけの必要性は、も



はや存在しなくなっている。

　なお、この添付情報の省略との

関係では、土地家屋調査士の関与

する表示に関する登記について

は、不動産登記令13条の特牛が

あるが、しかし、同条2項が原本

たる書面の追完という二度手間を

要求している以上、電子申請の利

用率向上は図れない。神奈川「別

送方式」に関しても、これとまっ

たく同様の事柄が、当てはまって

くるだろう。

　一方、登記識別情報の問題は、

土地家屋調査士にあっては、司法

書士ほど切実ではないことから、

ここは法務省の望むがまま存続論

に従っておくという大人の対応を

とることで、工みの見物を決め込

むことができた。

　なお、その後、法務省は、本年（平

成19年）2月5日「『不動産登記

規則等の一部を改正する省令案』

の概要」をパブリックコメントに

付したが、その内容は、登記識別

情報の本質的な改善策とはほど遠

いものである。

　かくして、今回の登記識別情

報をめぐる一連の騒動は、「安全

（sOret6）」に関する議論もなく、

まして「友愛（fraternit6）」のかけ

らもなく幕を下ろし、他方、事柄

の本質部分であったはずの電子申

請の利用二二上策についても、新

法施行から平成18年11月24日

に至るもわずか1093件にすぎな

い二号の利用率向上を図る本来の

趣旨から外れるという、まことに

もって（三島由紀夫にいう）「プラ

クティカルな、非論理的な」形で

の決着に落ち着いた。

【資料4】電子政府評価委員会（第3回・平成18年10月12日）「資料2：電子政府評価委員会ヒアリング資料（法務省）」「資料2－1：登

　　　　記のオンライン利用促進の取組状況について」2頁、3頁、4頁、8頁

法務省における
　　オンライン利用促進対象手続の割合

20％

4％1％

乙号の件数は

全体の94％
を占める

’　儒‘，

1単位：千件）

不動屋登記に係る壷記事項

瞳明書葛の交付講求手続

74％

、、蘭婁’二人壁記に係る壁記事項

匿明登等の交樽鯖束手続

不動崖豊記の申蘭手鱗

廟疑泌人豊記の串繍手綬
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登記のオンライン利用促進のための行動計画（概要）
…一…’一
！　乙号を中心として2010年度にオンライン利用率を50％以上にする。
［
．

具体的な取組

ン　1オンライン指定登記所の拡大

　　平成20年度のできるだけ早期に全薗の豊記所をオンライン化

ン2広報活動の充実・関係団体への働きかけの強化
　　ホームページ等による広報活動の充実・強化，各租団体等を通じた積極的な広報

　　士粟団体顔係梁界自治体等への積極的な働きかけ

ン3利用者視点に立ったシステム改善・制度等の見聾し

　　メインユーザである士集団体からの意見・要罐を積頓的に聴取

　　利用者視点に立ったシステム改競・二度改魯

グ4インセンティブ措置の検討

　　効薬的なインセンティブの付与等の措■を検討

ン5オンライン利用促進モデル地区における実証的実験

　　オンライン利用促進モデル地区を定めて実証的な寮験の買範

4インセンティブ措置の検討

　　　　　　　「重点同工一2006」（H18，7）
ダ

i主要3分野におけるインセンティブ措置の検討
旨ンライン稠磁撒のうち・銀3分野（登記．國税．社会保綬・労働保険）の翔こついては潮目な
…インセンティブの柑与箸の日置について制度故正を含め鴨力的かつ興体的に検討を行い，2006年中に結議を
轡粂　　．　．．．、　、．．、．．．一＿＿．．．｝．＿…．．．＿．．、．＿．．、．．．．．．．．＿＿＿』

　　　　甲号関係

O電子串繍驚滞促遂のための不勘巌登鎗義び磨薬・

法人畳艶の肇㎜翻二四襯搬■を蚕望
事等虞19年慶．亭戒20隼度において．特寒の曇記

串諭を行う懸の量㎜税を一定串軽瀕けるζとを
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●断有轡寮項　210円→130閂
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